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今年は人事労務に関する法改正が多い１年となります。 

育児介護休業法の改正、パワハラ防止法の改正、会社規模により短時間労働者の社会保険加入が必要となる等、 

「従業員の今後の働き方」に大きな影響を与える改正が多くなっております。 

１月 

雇用保険法 

「マルチジョブホルダー制度」 

 複数事業で働く６５歳以上の方の週労働時間が通算して２０時間以上であれば 

 本人の申し出により雇用保険に加入することができるようになる 

健康保険法 

船員保険法 

・傷病手当金の支給期間を通算化 

・申請による任意継続被保険者資格の喪失が可能となる 

４月 

労働施策総合推進法 

通称：パワハラ防止法 
●「中小企業のパワハラ防止対策の義務化」 

女性活躍推進法 
「一般事業主行動計画の策定・情報公表が義務付けられる対象企業規模の変更」 

従業員数３０１人⇒１０１人以上に変更 

国民健康保険法 

地方税法 

国民健康保険料について、子ども（未就学児）に係る被保険者均等割額を減額し、 

その減額相当額を公費で支援する制度を創設 

育児介護休業法 

雇用保険法 

●育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び妊娠・出産の申出をした労働者に 

対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け 

●有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の「雇用期間が１年以上」を廃止 

 （労使協定で除外可能、育児休業給付金についても同様の緩和） 

個人情報保護法 本人の権利義務の強化・事業者の責務の追加・法令違反の罰則強化など 

厚生年金保険法 
・６５歳以上で在職中であっても、毎年１０月に年金額の改定が行われる 

・在職老齢年金の支給停止基準額が２８万円から４７万円になる 

国民年金法 

厚生年金保険法 

・年金受給の繰り下げを７５歳に拡大 

・年金手帳の廃止 

10月 

雇用保険料率 雇用保険料率が改定となる予定です 

健康保険法 

厚生年金保険法 等 

「短時間労働者へ社保適用拡大」 

従業員数１０１人以上の企業が対象・雇用期間が「２ヵ月以上」に変更 

育児介護休業法 

雇用保険法 

●「産後パパ育休」 

 子の出生８週間以内に４週間までの取得・分割可能となる 

●育児休業を分割して２回まで取得可能になる（産後パパ育休の分割取得を除く） 

健康保険法 

船員保険法 

厚生年金保険法 

・月内に２週間以上の育児休業を取得した場合には当該月の保険料を免除 

・賞与に係る保険料は１ヵ月を超える育児休業を取得している場合に限り、免除の

対象となる 

●部分は特に重要な法改正となっており、規則・規程の変更が必要となる場合や、今までと異なる対応をする必要が出てきます。 

特に４月のパワハラ防止法・育児介護休業法の改正については早めの取り組みが必要となります。 

10月から雇用保険料率が 

変更となる予定です 


